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現場の管理監督ができる人材の育成が重要
〈農業景況調査（令和５年７月調査）

特別調査：人材育成について〉

　日本政策金融公庫 農林水産事業は、融資先の担い手
農業者を対象に「農業景況調査（令和５年７月調査）」
を実施した。本調査では特別調査（令和５年10月19日
公表）として、人手不足が深刻化する中で、重要性が
増している「人材育成」をテーマに調査した。ここでは、
その調査結果の概要を紹介する。

１．調査概要
（１）調査時期：令和５年７月
（２）調査方法：往復はがきによる郵送アンケート及

びインターネット併用調査
（３）調査対象：スーパーL資金又は農業改良資金の融

資先のうち22,584先
（４）有効回答数：5,320先（回収率23.6％）
　（内訳）
北海道稲作：439、都府県稲作：1,340、畑作：393、露
地野菜：472、施設野菜：508、茶：75、果樹：282、施
設花き：153、きのこ：65、北海道酪農：225、都府県酪農：
234、肉用牛：448、養豚：215、採卵鶏：100、ブロイラー：
81、その他：290

２．調査結果
（１）経営に常時従事している人数
　経営に常時従事している人数について、農業全体で
は「２人」（19.4％）、「５～９人」（19.3％）、「３人」（18.7人）
の割合が高く、この３階層で全体の６割弱を占めてい
る。また、「家族で常時従事している人」は、「４人以下」

（96.0％）の割合が大部分を占めた。（表１参照）
　経営に常時従事している人数を業種別にみると、畜
産のうち養豚と採卵鶏で「５人以上」の割合が６割超
であったのに対し、北海道酪農、都府県酪農、肉用牛、
ブロイラーでは「５人未満」の割合が６割超となった。
また、採卵鶏（32.0％）と養豚（23.0％）では、常時従
事している人数「20人以上」の経営が占める割合が高
かった。（表２参照）

（２）どの人材の育成に取り組んでいるか
　どの人材の育成に取り組んでいるかについて、業全
体では「現場作業に精通し、管理監督ができる人材」

（44.1％）とする割合が最も高く、次いで「現場作業の
遂行能力を持つ人材」（43.3％）、「経営判断を担える中
核的人材」（29.0％）となった。なお、「人材の育成に
は取り組んでいない」という割合も29.7％を占めた。（図
１参照）
　畜産では「現場作業に精通し、管理監督ができる人
材」と「現場作業の遂行能力を持つ人材」が全ての業
種で高い割合であったが、前者は養豚（68.9％）と採
卵鶏（68.1％）で特に高くなった。また、後者の割合
も養豚（61.7％）と採卵鶏（52.1％）で高くなった。な
お、「人材の育成には取り組んでいない」という割合は、
北海道酪農（34.9％）と肉用牛（33.9％）で比較的高く
なった。（図２参照）

（３）取り組んでいること、取り組みのうち「効果が
高い」と思うもの（複数回答）

　人材育成について取り組んでいることについて、農
業全体では「社内のコミュニケーション充実」（42.1％）
の割合が最も高く、次いで「社内での勉強会等の実施」

（35.3％）、「資格取得の援助」（34.4％）となった。
　また、取り組みのうち「効果が高い」と思うものは、

「より高度な役割・裁量の付与」（52.4％）と「他経営
への派遣・実習」（52.4％）の割合が最も高く、次いで「社
外研修会・プログラム等の活用」（51.7％）、「社内のコ
ミュニケーション充実」（50.1％）、「社内での勉強会等

表１　経営に常時従事している人数
単位：％

１人 ２人 ３人 ４人 ５～９人 10～14人 15～19人 20人以上
全体 14.3 19.4 18.7 12.0 19.3 6.8 3.1 6.4
家族 34.3 27.6 22.9 11.2 4.0

資料：日本政策金融公庫農林水産事業本部「農業景況調査（令和５年
７月調査）特別調査」、以下同じ

表２　経営に常時従事している人数（畜産）
単位：％

５人未満 ５～９人 10～14人 15～19人 20人以上
北海道酪農 64.3 18.3 7.5 2.8 7.1
都府県酪農 63.1 22.5 5.9 3.6 4.9
肉用牛 68.2 16.9 6.9 2.6 5.4
養豚 30.8 26.9 15.9 3.4 23.0
採卵鶏 38.0 11.0 13.0 6.0 32.0
ブロイラー 62.3 22.1 7.8 5.2 2.6
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の実施」（49.8％）であった。（図３参照）
　人材育成について取り組んでいることを業種別にみ
ると、畜産では北海道酪農で「社内のコミュニケーショ
ン充実」、養豚と採卵鶏で「社内での勉強会等の実施」
が半数超となった。
　また、取り組みのうち「効果が高い」と思うものでは、
北海道酪農で「より高度な役割・裁量の付与」、都府
県酪農と肉用牛で「他経営への派遣・実習」、養豚で「評
価制度の導入とフィードバック」、採卵鶏で「ジョブ
ローテーションの実施」、ブロイラーで「より高度な
役割・裁量の付与」と「他経営への派遣・実習」が最
も高くなった。（表３参照）

（４）今後取り組みたいこと
　今後取り組みたいことについて、農業全体では「業
務マニュアルの整備・活用」（20.0％）の割合が最も高く、
次いで「より高度な役割・裁量を付与」（16.6％）、「社
内での勉強会等の実施」（16.2％）となった。
　今後取り組みたいことについて業種別にみると、畜
産では北海道酪農（23.5％）と肉用牛（21.3％）で「資
格取得の援助」、都府県酪農（20.3％）と養豚（20.8％）
で「業務マニュアルの整備・活用」、ブロイラー（20.7％）
で「キャリアアップ基準（昇給・昇進）の明確化」の
割合が最も高くなった。（表４参照）

（５）人材育成に取り組むにあたっての悩み
　人材育成に取り組むにあたっての悩みについて、農
業全体では「時間的余裕がない」（53.2％）の割合が最
も高く、次いで「育成を担う社内人材が不足」（38.9％）、

「経費の負担ができない」（27.1％）、「社内ノウハウが
不足」（23.3％）となった。
　業種別にみると、畜産では北海道酪農（65.9％）、都
府県酪農（63.1％）、肉用牛（57.1％）、ブロイラー（49.2％）
で「時間的余裕がない」、養豚（51.5％）と採卵鶏（55.0％）
で「育成を担う社内人材が不足」の割合が最も高くなっ
た。（表５参照）

表３　取り組んでいること・取り組みのうち「効果が高い」と思うもの（畜産）
単位：％

取り組んでいる割合 取り組みのうち「効果が高い」と思う割合
北海道酪農 都府県酪農 肉用牛 養豚 採卵鶏 ブロイラー 北海道酪農 都府県酪農 肉用牛 養豚 採卵鶏 ブロイラー

社内のコミュニケーション充実 51.9 40.7 45.4 49.7 43.9 45.5 52.2 45.5 48.3 48.3 36.1 56.0
社内での勉強会等の実施 33.8 34.0 36.5 51.4 52.4 45.5 51.1 45.5 50.5 47.8 53.5 40.0
資格取得の援助 32.3 39.5 35.8 29.6 17.1 29.1 25.6 31.3 37.6 28.3 21.4 18.8
より高度な役割・裁量を付与 34.6 30.2 26.2 22.3 22.0 25.5 65.2 46.9 50.0 45.0 66.7 71.4
業務マニュアルの整備・活用 31.6 33.3 35.0 30.7 40.2 43.6 40.5 37.0 39.6 32.7 45.5 37.5
社外研修会・プログラム等の活用 20.3 17.9 15.8 38.0 23.2 12.7 33.3 51.7 58.5 57.4 52.6 57.1
キャリアアップ基準の明確化 15.0 12.3 13.5 14.0 9.8 12.7 35.0 45.0 42.9 52.0 50.0 57.1
他経営への派遣・実習 7.5 8.6 6.5 4.5 6.1 12.7 60.0 71.4 64.7 37.5 20.0 71.4
人材育成方針等の策定 5.3 8.0 6.2 5.6 2.4 3.6 28.6 23.1 43.8 40.0 0.0 0.0
ジョブローテーションの実施 5.3 4.3 4.6 5.0 9.8 5.5 28.6 14.3 41.7 55.6 75.0 -
評価制度の導入とフィードバック 5.3 1.9 5.4 6.1 4.9 5.5 42.9 - 50.0 63.6 - -
能力開発マップの策定・実施 1.5 3.1 1.5 1.7 2.4 1.8 - 60.0 - - - -
その他 6.0 5.6 6.5 5.6 7.3 3.6 0.0 0.0 11.8 20.0 0.0 -
注１）取り組んでいることは複数回答
　２）取り組み先数が少ない（５先未満）場合は「－」で表示

表４　今後取り組みたいこと
単位：％

農業 畜産
全体 北海道酪農 都府県酪農 肉用牛 養豚 採卵鶏 ブロイラー

業務マニュアルの整備・活用 20.0 16.3 20.3 14.9 20.8 16.4 17.2
より高度な役割・裁量を付与 16.6 17.6 14.4 19.9 13.8 16.4 13.8
社内での勉強会等の実施 16.2 19.0 13.7 14.2 17.0 16.4 12.1
キャリアアップ基準の明確化 15.1 19.0 14.4 13.4 18.2 15.1 20.7
資格取得の援助 15.0 23.5 12.4 21.3 10.1 4.1 13.8
社外研修会・プログラム等の活用 14.6 18.3 19.6 13.8 15.1 13.7 8.6
社内のコミュニケーション充実 11.9 17.0 15.0 10.1 12.6 15.1 12.1
他経営への派遣・実習 10.7 13.7 10.5 11.9 11.3 8.2 8.6
人材育成方針等の策定 9.0 11.1 6.5 10.1 5.7 12.3 5.2
評価制度の導入とフィードバック 8.3 7.8 6.5 7.1 14.5 13.7 10.3
能力開発マップの策定・実施 7.0 7.2 6.5 3.7 6.3 9.6 3.4
ジョブローテーションの実施 4.8 4.6 3.9 4.5 6.3 11.0 8.6
その他 13.4 10.5 12.4 16.0 11.3 11.0 15.5
注）取り組みたいことは複数回答

表５　人材育成に取り組むにあたっての悩み
単位：％

農業 畜産
全体 北海道酪農 都府県酪農 肉用牛 養豚 採卵鶏 ブロイラー

時間的余裕がない 53.2 65.9 63.1 57.1 50.3 47.5 49.2
育成を担う社内人材が不足 38.9 38.2 30.6 37.8 51.5 55.0 40.0
経費の負担ができない 27.1 29.4 27.5 24.7 14.1 6.3 23.1
社内ノウハウが不足 23.3 23.5 25.6 14.9 30.1 27.5 20.0
支援をしてくれる組織がない 9.8 12.4 10.0 12.8 2.5 5.0 4.6
相談する相手がいない 7.7 10.0 6.3 8.1 3.7 2.5 4.6
その他 10.9 8.2 9.4 9.1 11.7 7.5 10.8
注）人材育成に取り組むにあたっての悩みは複数回答


